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本稿は、 日本における学校評価の実態の一側面を明らかにするとともに、 今後の学校評価のあり方を考察することを日
的とした。 具体的には、 まず、 主に 『学校評価ガイ ドライ ン(平成28年改訂)』 に基づき、 日本の学校評価の特質を概観
するとともに分析枠組みを抽出した。 次に、 日本における学校評価の実態の一側面を明らかにするために、 兵庫県A市
における公立小 ・ 中学校の自己評価について、 教職員、 保護者 ・ 地域住民、 児童 ・ 生徒用アンケート を調査した。 その上
で、 分析枠組みをもとに分析を行い、 必要に応じて海外の事例等を参照しつつ、 改善への足がかり を得た。 その結果、 日
本の学校評価は、 各学校に根付きつつあるものの、 未だ十分にその結果が活かせるような形では実施されていない場合が
多いことが示唆された。 学校評価が単なる項目チェ ックと集計処理に止まることをふせぐためには、 学校評価において各
学校の願いに基づく教育活動や質の管理のあり方を位置付けること、 学校評価としてアンケート を実施すること自体を学
校 ・ 家庭 ・ 地域の連携協力の場とすること、重点を意識し長期的な視点を持つことによって網羅型で項目数が多いアンケー
トから脱却すること等をふまえた工夫を加えることが重要であると考えられた。 それにより、負担を軽減するとともに、
ゆるやかに教育的 ・ 組織的改善につなげ、 開かれた教育課程の実現に向けた学校 ・ 家庭 ・ 地域の連携協力の一助とする道
が開かれるよう に思われた。 
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はじめに
日本において、2007年に学校の自己評価の実施・ 公表
の義務化、 学校関係者評価の実施・ 公表の努力義務化、
評価結果の設置者への報告の義務化がなされてから、 お
よそ10年が経つ。 これにより、 各学校においては、 学校
評価が定着しつつあり、 学校評価の実態に基づく調査 ・ 
研究も蓄積されてきた。
例えば、 具体的な学校評価の実態としては、 木岡一明
がまだ制度化される以前の1998年に学校評価実施に積極
的な 5県を選び、 評価の主体、対象、 時期、 結果をもと
にした協議のあり方等を含めて、 質問紙調査を行ってい
る '。 それにより、 学校の自己評価の結果が、 次年度の
基礎資料となりえているのか、 学校を開く 意識は閉ざさ
れていないかといった点に疑問を投げかけるとともに、
コミ ュニケーショ ン関係が成立していることが学校評価
への取り組みの熱心さ、 有効性につながっていることを
指摘している。 また、2002年以降は、文部科学省によっ
て学校評価等実施状況調査が行われている2。 2014年に
行われた学校評価等実施状況調査では、 学校評価 ( 自己
評価、 学校関係者評価、 第三者評価) や学校評議員の設
置等について具体的な調査を行っている。 その結果、 学
校関係者評価の実施率の上昇や、 地域に開かれた学校作
りが進んでいること等が考えられるとされている。 学校
の自己評価についても、 評価項目や結果の活用方法、 結
果の公表方法、 改善への効果等について、 具体的に調査
が実施されている。 他にも、 学校経営の視点で、 実際に
現場で行なわれている取り組みにもとづき、 いかに学校
評価を学校改善に活かせるかを提案するもの3 や、 学
校の自己評価の実態を検討することで学校評価を教育評
価の一形態として実施することの重要性について言及し
ているものなど様々に調査 ・ 研究が進められてきてい
る 4 0
本稿では、 こう した調査 ・ 研究をふまえつつ、 各学校
が、 教職員、 保護者 ・ 地域住民、 児童 ・ 生徒に対してど
のよう なアンケート をもとに学校評価を実施したのかに
ついてより具体的に明らかにしよう とするものである。 
具体的には、 まず、 主に 『学校評価ガイ ドライ ン(平成
28年改訂) 』5 に基づき、 日本の学校評価の特質を概観
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するとともに分析枠組みを抽出する。 次に、 日本におけ
る学校評価の実態の一側面を明らかにするために、 兵庫
県 A 市における公立小 ・ 中学校の自己評価について、
教職員、 保護者 ・ 地域住民、 児童 ・ 生徒用アンケート を
調査する。 学校の自己評価の実施にあたっては、 アンケー
ト以外の方法も考えられるものの、 実際にはアンケート
を実施している学校がほとんどであったため、 本稿では
アンケートに着目する。 その上で、 分析枠組みをもとに
分析を行い、 必要に応じて海外の事例等を参照しつつ、
改善への足がかり を得たい。 それにより、 日本における
学校評価の実態の一側面を明らかにするとともに、 今後
の学校評価のあり方を考察していきたい。 
1 . 学校評価の特質と分析枠組みの抽出
まず、 日本の学校評価の特質について、 評価の目的 ・ 
主体 ・ 対象という視点から整理を行う。 『学校評価ガイ
ドライ ン(平成28年改訂)』 によれば、 学校評価の目的
は、 下記の図1 のよう になっている。 
1 各学校が、 自 らの教育活動その他の学校運営につい
て、 目指すべき目標を設定し、 その達成状況や達成に
向けた取組の適切さ等について評価することにより、
学校として組織的 ・ 継続的な改善を図ること。
2 各学校が、 自己評価及び保護者など学校関係者等に
よる評価の実施とその結果の公表 ・ 説明により、 適切
に説明責任を果たすとともに、 保護者、 地域住民等か
ら理解と参画を得て、 学校 ・ 家庭 ・ 地域の連携協力に
よる学校づく り を進めること。
3 各学校の設置者等が、 学校評価の結果に応じて、 学
校に対する支援や条件整備等の改善措置を講じること
により、 一定水準の教育の質を保証し、 その向上を図
ること。 
図 1 『学校評価ガイ ドライン(平成28年改訂) 』 の
学校評価の目的
ここでは、 大きく分けて①学校レベル・ 設置者レベル
での質の改善 ( 1 及び3 より)、②説明責任 ( 2 の前半)、
③学校・ 家庭・ 地域の連携協力による学校づく り ( 2 の
後半) という3 つの目的が読み取れる。 海外では、 外部
評価が国レベルで実施されている国が多いこと等とも関
わって、 学校評価の目的と しては、 しばしば改善と説明
責任が対比的に語られがちである6。 一方、 日本の 『学
校評価ガイ ドライ ン(平成28年改訂)』 では、 学校 ・ 家
庭 ・ 地域の連携協力による学校づく りも位置付けられて
いる。 つまり、 日本の学校評価に期待される目的の特質
と しては、 この学校 ・ 家庭 ・ 地域の連携協力による学校
づく りが加わっている点を指摘できよう。 このため、 学
校評価を分析する際には、 学校評価が改善 ・ 説明責任に
つながりう るかという視点だけでなく、学校評価が学校・ 
家庭 ・ 地域の連携協力につながりう るかについても着目
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することが重要となるといえよう。
日本の学校評価の主体については、 『学校評価ガイ ド
ライ ン (平成28年改訂)』 によれば、 学校の教職員、 保
護者や学校評議員、 地域住民、 第三者等があげられてお
り、 その主体を軸として学校評価の分類が下記図2 のよ
うに整理されている。 本来、 学校評価の実態を把握する
ためには、 これらをトータルで見ていく ことが重要であ
ろう。 しかしながら、 今回は資料制約の関係上、学校の
自己評価及びそのための参考とされる児童生徒、保護者・ 
地域住民対象のアンケートのみを対象として分析を行う。 
特に自己評価に着目する理由は、 学校評価の分類のうち、
現在義務化されているのは、 自己評価だけであるためで
ある。 
自己評価 : 自己評価は、 学校評価の最も基本となるも
のであり、 校長のリ ーダーシップの下で、 当該学校
の全教職員が参加し、 設定した目標や具体的計画等に
照らして、 その達成状況や達成に向けた取組の適切さ
等について評価を行う ものである。
* 児童生徒 ・ 保護者対象のアンケート(外部アンケー
ト等) : 自己評価を行う上で、 児童生徒や保護者、 地
域住民を対象とするアンケートによる評価や、 保護者
等との懇談会を通じて、 授業の理解度や保護者 ・ 児童
生徒がどのよう な意見や要望を持っているかを把握す
ることが重要である。
学校関係者評価 : 学校関係者評価は、 保護者、 学校評
議員、 地域住民、 青少年健全育成関係団体の関係者、
接続する学校(小学校に接続する中学校など) の教職員
その他の学校関係者などにより構成された委員会等が、
その学校の教育活動の観察や意見交換等を通じて、 自
己評価の結果について評価することを基本として行う
ものである。
第三者評価 : 第三者評価は、 学校とその設置者が実施
者となり、 学校運営に関する外部の専門家を中心と し
た評価者により、 自己評価や学校関係者評価の実施状
況も踏まえつつ、 教育活動その他の学校運営の状況に
ついて、 専門的視点から評価を行う ものである。 
図 2 『学校評価ガイ ドライン(平成28年改訂) 』 の
学校評価の分類
学校評価の対象と しては、 『学校評価ガイ ドライ ン
(平成28年改訂)』 においては、 評価項目 ・ 指標等を検討
する際の視点となる例が12あげられている。 それは、 教
育課程 ・ 学習指導、 キャリア教育(進路指導)、 生徒指
導、 保健管理、 安全管理、 特別支援教育、 組織運営、研
修 (資質向上の取組)、 教育目標 ・ 学校評価、 情報提供、
保護者、 地域住民等との連携、 教育環境整備である。 本
稿では、 各学校のアンケート項目を主にこれらの分類に
便宜上整理することで、学校の自己評価の対象の特徴を
把握する。 この時、 『学校評価ガイ ドライ ン(平成28年
改訂)』 に 「これらはあく までも例示に過ぎないもので
あり、 そのすべてを網羅して取り組むことは必ずしも望
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ましく ない。 各学校の特色に応じた取組をさらに促進す
るため、 重点目標等を達成するために必要な項目 ・ 指標
等を設定することが重要である」7 と されていることか
ら、 どの程度の学校が特にどの視点をアンケートに含ん
でいるのかを調べるとともに、 各学校がどの程度の視点
を網羅しているかや、 目標等に応じて重点的に評価を行っ
ているかについても調べるこ ととする。 加えて、 『学校
評価ガイ ドライ ン(平成28年改訂)』 の視点に対しては、
教育課程改善のための足掛かりを得ることは難しいので
はないかという指摘がある8。 各学校や教師による自主
的な教育課程改善を含めた学校改善につながりう るよう
な項目が含まれているのかについても着目して分析を行
いたい。 
2 . 兵庫県 A 市における公立小 ・ 中学校の学校評価の
実態把握
2.1. 調査対象
対象は兵庫県 A市公立小 ・ 中学校が平成27年度に学
校の自己評価のために実施したアンケート項目である。 
A市には、 現在、公立小学校が69校、公立中学校が35校
ある。 これらの学校のアンケート を、 第一著者がA 市
の学校評価に関する研修会に行った際に、 協力を得て収
集を行つた。 回収できたアンケートは、公立小学校で60 
校、公立中学校で33校である。 本稿では、 これらのアン
ケート を調査に用いる。 ただし、 学校によって回収でき
たアンケートの種類が異なる。 公立小学校では、 教職員
用アンケートは55校、 保護者用アンケートは58校、 児童
用アンケートは46校からの回収となった。 また、 公立中
学校では、教職員用アンケートは32校、保護者用アンケー
トは28校、 生徒用アンケートは23校からの回収となった。 
2.2. 調査方法
まず、 各学校のアンケート項目を 『学校評価ガイ ドラ
イ ン (平成28年改訂)』 の評価項目 ・ 指標等を検討する
際の視点となる例としてあげられている12分類 (教育課
程・ 学習指導、 キャリア教育(進路指導)、 生徒指導、
保健管理、 安全管理、 特別支援教育、 組織運営、 研修
(資質向上の取組)、 教育目標・ 学校評価、 情報提供、 保
護者、 地域住民等との連携、 教育環境整備) に沿って分
類した。 ただし、 いずれにも分類し難い項目があったた
め、 さらに2 つの視点 (保幼小 ・ 小中一貫の視点、 家庭
学習 ・ 家庭生活) を加えた。1 つ目の 「保幼小 ・ 小中一 
貫の視点」 はA市が市レベルで保幼小連携 ・ 小中一貫
教育を実施していることによる。 2 つ目の 「家庭学習 ・ 
家庭生活」 は、 学校評価と称しながら、児童・ 生徒の家
庭学習や家庭生活のアンケート、 保護者による家庭学習
や家庭生活のしつけのアンケート となっているものが多
かったためである。 また、 自由記述欄の有無についても
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調べた。 自由記述欄には、 完全に自由に記述を求める場
合と、 内容を限定して記述を求める場合とがあったもの
の、 今回はそれについての分類は行っていない。
分類に際しては、 1 つのアンケート項目に複数の視点
を含むものがあった。 例えば 「学校は、 子どもたちの健
康・ 安全 ・ 衛生・ 防災のため、 環境整備、 緑化などに努
めていると思われますか (スクールヘルパー、 避難訓練、
学校施設整備、 花の栽培など)」 である。 こう した場合
には、 最もその項目で重要と されていると考えられる内
容、 もしく はその他のアンケート項目に含まれない内容
があればそれをカウント した。 また、 特に小学校におい
て発達段階に応じてアンケート項目を増やしている場合
には、 最高学年の最も数が多いものを調査対象と して分
類した。 さらに、 学校によっては、 生活アンケートと教
育アンケートのように、 どちらも学校評価と呼びながら、
二度に分けてアンケートを実施していた。 こういう場合
は、合算して集計した。
次に、 各学校のアンケート項目の数及びタイ プについ
て調べた。 タイ プについては、 『学校評価ガイ ドライ ン
(平成28年改訂) 』 の評価項目 ・ 指標等を検討する際の視
点を網羅しよう とする網羅型、 学校教育目標等に基づき
視点を限定して重点的に評価しよう とする重点型、 その
2 つのタイ プの折衷型の3 つに分類した。 これについて
は、14の視点のう ち、 約7 割に当たる10以上の視点をア
ンケート項目に含むタイ プを網羅型、 約3 割に当たる5 
以下の視点をアンケートに含むタイ プを重点型、 その他
も しく は10以上の視点をアンケートに含みつつもどれか
1 つの視点についての項目を20以上含む学校を折衷型と
便宜上分類することにした。 
2.3. 調査結果
まず、 公立小 ・ 中学校のアンケート項目の内容割合は
表 1 の通りである。 公立小 ・ 中学校ともに 「教育課程 ・ 
学習指導」 及び 「生徒指導」 の割合が高く、 ほぼ全ての
公立小 ・ 中学校でアンケート項目に含まれていることが
わかる。 特に公立中学校では、 生徒指導については全て
の学校で、教職員、保護者・ 地域住民、 生徒用のアンケー
トに含まれていることがわかる。 公立中学校で 「教育課
程 ・ 学習指導」 をアンケートに含んでいない学校は、 1 
校である。 この学校は、 学校評価と称して、 家庭生活や
家庭学習のアンケート を生徒に実施している。 つまり、
「家庭での学習はどれく らいしていますか? 」 「sNs を
していますか? 」 といった内容のみのアンケートであっ
た。
なお、 特に 「教育課程 ・ 学習指導」 「生徒指導」 に関
するアンケート項目については、 学校 ・ 教師側の取り組
みを評価しよう とするアンケート と、(その取り組みを
通じて) 児童・ 生徒にどのような姿が見られるようになっ
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ているかを把握しよう とするアンケートの2 種類が存在
した。 前者の例と しては、 教師用アンケートでは、 「児
童の実態に応じた授業計画を立て、 わかりやすい授業を
進められた」、 保護者用アンケートでは、 「学校では基礎
的な学力が身につく よう にわかるまで教えてく れる」、
児童 ・ 生徒用アンケートでは、 「先生は間違えたところ
やわからないとこ ろをわかるまで教えてく れる」 といつ
たものがある。 後者の例と しては、 教師用アンケートで
は、「日々の授業内容が理解できている」、 保護者 ・ 地域
住民用アンケート では、 「お子さんは、 日々の授業内容
が理解できている」、 児童 ・ 生徒用アンケートでは、「学
校の授業はよく わかりますか」 といつたものがある。
公立小 ・ 中学校両方でアンケートに含まれる割合が全
体的に低かったのは 「教育目標 ・ 学校評価」 である。 公
立中学校で保護者・ 地域住民用アンケートでの割合が高
く なっていたのは、 「学校教育日標は適切か」 などのよ
うに、 地域住民や保護者の意見や要望を踏まえた目標設
定ができているかを聞いている学校が一定数あったこと
表 1 アンケート項目の内容割合
公立小学校 公立中学校 
教職員 保護者・ 地域 
住民 
児童 教職員 保護者・ 地域 
住民 
生徒 
全 55 校 全 58 校 全 46 校 全 32 校 全 28 校 全23 校 
校数 l 割合 校数l 割合 校数l 割合 校数l 割合 校数l 割合 校数l 割合 
教育課程・ 学習 
指導 55 1 100% 57 l 98% 45 l 98% 32 1 100% 28 1 100% 22 l 96% 
キ ャ リ ア教育 
(進路指導) 4 l 7% 0 l 0% 0 l 0% 20 l 63% 12 l 43% 14 l 61% 
生徒指導 53 l 96% 57 l 98% 44 l 96% 32 1 100% 28 1 100% 23 1 100% 
保健管理 26 l 47% 5 l 9% 2 l 4% 20 l 63% 7 l 25% 5 l 22% 
安全管理 45 l 82% 38 l 66% 22 l 48% 26 l 81% 13 l 46% 11 l 48% 
特別支援教育 35 1 64% 3 1 5% 3 1 7% 22 1 69% 0 1 0% 0 1 0% 
組織運営 33 l 60% 0 l 0% 0 l 0% 26 l 81% 1 l 4% 0 l 0% 
研修 (資質向上 
の取組) 29 l 53% 0 l 0% 0 l 0% 24 l 75% 1 l 4% 2 l 9% 
教育目標 ・ 学校 
評価 12 l 22% 1 l 2% 0 l 0% 4 l 13% 9 l 32% 0 l 0% 
情報提供 43 l 78% 48 l 83% 10 l 22% 27 l 84% 27 l 96% 6 l 26% 
保護者、 地域住 
民等との連携 48 l 87% 47 l 81% 11 l 24% 26 l 81% 23 l 82% 9 l 39% 
教育環境整備 15 l 27% 6 l 10% 0 l 0% 19 l 59% 5 l 18% 9 l 39% 
(他) 保幼小・ 
小中一貫の視点 27 l 49% 6 l 10% 4 l 9% 21 l 66% 8 l 29% 5 l 22% 
(他 ) 家庭学 
習・ 家庭生活 0 : 0% 44 : 76% 26 l 57% 0 : 0% 11 : 39% 15 : 65% 
自由記述 36 l 65% 29 l 50% 12 l 26% 19 l 59% 10 l 36% 2 l 9% 
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による。 ただし、 数は多く ないものの 「学校評価は効果
的で、 次年度に生かせるものになっていたか」 といった
項目を含んだアンケート を使用している学校も存在した。
公立小学校と公立中学校との間で最も差が大きかった
のは、「キャリア教育(進路指導)」 である。公立小学校
で、 この視点について保護者・ 地域住民、児童にアンケー
ト を行っている学校はなかった。 一方で、公立中学校で
は60%以上の学校が教職員、 生徒用アンケートにこの視
点を含んでいた。 これは、 中学校では進路の問題が切実
になってく ること、 また兵庫県ではト ライやる ・ ウイー
クと呼ばれる職場体験を実施しており、 これについてた
ずねるアンケートが多かったことによる。
教職員、 保護者 ・ 地域住民、 児童 ・ 生徒間で割合が大
きく異なる視点と しては、 「組織運営」 や 「研修」 など
のように学校運営に関わるものが多い。 それらは、 教職
員でなければ答えにくいため、必然的に教職員用アンケー
トに含まれる割合が高く、 保護者 ・ 地域住民、 児童 ・ 生
徒用アンケートに含まれる割合が低く なっている。
また、「情報提供」 「保護者、 地域住民等との連携」 に
ついては、 教職員、 保護者 ・ 地域住民用アンケートには
公立小 ・ 中学校ともに約8 割以上の学校で含まれている。 
ただし、 これらは児童 ・ 生徒用アンケートに2 ~ 3 割の
学校しか含んでいない。 これも、 学校から保護者 ・ 地域
住民へのホームページや学校便り を通じた情報の提供状
況や、学校と保護者 ・ 地域住民との連携状況については、
児童 ・ 生徒にとっては答えにくいためであると思われる。
『学校評価ガイ ドライン(平成28年改訂)』 の12分類
以外の 2 つの視点 「保幼小 ・ 小中一貫の視点」 「家庭学
習 ・ 家庭生活」 については、「保幼小 ・ 小中一貫の視点」
が主に教職員用のアンケートに含まれがちであるのに対
し、「家庭学習 ・ 家庭生活」 は保護者・ 地域住民、児童・ 
生徒用アンケートに含まれがちであった。 「家庭学習 ・ 
家庭生活」 には、 例えば 「朝食を毎日食べている」 のよ
うに児童・ 生徒の家庭学習や家庭生活のアンケートや、
「起床 ・ 就寝 ・ 朝食等の習慣が(子どもに) 身につく よ
うに努力している」 のように保護者による家庭学習や家
庭生活のしつけのアンケートなどが存在した。公立小学
校のう ち、 保護者 ・ 地域住民用アンケートの76%、 児童
用アンケートの57%、 公立中学校の保護者 ・ 地域住民用
アンケートの39%、 児童用アンケートの65%には、 部分
的であれ、 こう した項目が含まれていた。
自由記述については、 公立小 ・ 中学校ともに、 教職員
に対しては半数以上の学校で自由記述欄を設けているの
に対し、 保護者 ・ 地域住民、 児童 ・ 生徒となるにつれて
割合が低く なる傾向が見られた。 公立中学校で生徒用ア
ンケートに自由記述欄を設定していたのは、 わずか2 校
のみであった。
なお、 これらの学校評価アンケート を分類するにあたっ
て、 類似したアンケート項目を用いて評価を実施してい
る学校が一定数見られた。 これは、 おそらく学校間でア
ンケート項目を共有し、 それを土台に学校の特色に応じ
てアンケート を作成しているためであると思われる。
次に、 アンケート項目の数については、 表2 の通りで
ある。 公立小学校では、 保護者 ・ 地域住民、 児童ともに
表 2 アンケートの平均項目数
公立小学校 公立中学校 
教職員 
保護者・ 地域 
住民 
児童 教職員 
保護者・ 地域 
住民 
生徒 
平均項目数 33.9 15.3 14.2 45.0 20.7 21.5 
表 3 アンケートのタイプ
公立小学校 公立中学校 
教職員 保護者・ 地域 
住民 
児童 教職員 保護者・ 地域 
住民 
生徒 
全 55 校 全 58 校 全 46 校 全 32 校 全28 校 全 23 校 
校数 l 割合 校数l 割合 校数l 割合 校数l 割合 校数l 割合 校数l 割合 
網羅型 11 l 20% 0 l 0% 0 l 0% 10 l 31% 0 l 0% 0 l 0% 
折衷型 29 l 53% 29 l 50% 3 l 7% 19 l 59% 19 l 68% 11 l 48% 
重点型 15 l 27% 29 l 50% 43 l 93% 3 l 9% 9 l 32% 12 l 52% 
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約15項目前後、 公立中学校では、 保護者・ 地域住民、 生
徒ともに約20項目前後となっている。 できるだけ、 保護
者 ・ 地域住民、 児童 ・ 生徒に負担をかけない形で学校が
アンケート を実施しよう としていることがうかがえる。 
一方で、公立小学校の教職員用アンケートは33.9項目、
公立中学校の教職員用アンケートは45項目と、 教職員に
対しては比較的多くの項目をたずねよう とする傾向があ
ることがわかる。 公立小学校の教職員に対するアンケー
トで最も項目数が多かった学校は139項日を設定してい
た。 また、 公立中学校の教職員に対するアンケートで最
も項目数が多かった学校は100項目を設定していた。
最後に、 アンケートのタイ プについては、 表3 の通り
である。 公立小学校 ・ 中学校ともに教職員に対するアン
ケートでは、多くの視点を網羅した形で評価しよう とす
る学校が一定数見られた。 これは、 アンケートの平均項
目数で教職員向けの項目数が多かったこととも関わって
いる。 網羅的に多くの視点を含もう とすることで、 必然
的に項目数が増えていると言える。 一方で、公立小 ・ 中
学校ともに保護者 ・ 地域住民、 児童 ・ 生徒用アンケート
には網羅型はなかった。 保護者 ・ 地域住民、 児童 ・ 生徒
に対しては、 答えやすい部分に重点化してアンケートが
行われていることが推察された。 特に、 公立小学校の児
童用アンケートは93%が重点型であった。 ただし、 公立
中学校になると生徒用アンケートの約半数が折衷型となっ
ており、 学校段階に応じて児童・ 生徒が答えう る範囲で
アンケートが作成されていることがうかがわれた。 
3 . 結果分析・ 考察
本章では、 以上の調査結果について、 ①学校評価の目
的 ( (教育課程改善を含む) 改善、 説明責任、 学校・ 家
庭 ・ 地域の連携協力)、 ②アンケートの対象(何を、 ど
の程度) に着目して分析することで、A市の学校評価の
実態を分析するとともに、 今後の学校評価のあり方を考
察したい。 ただし、 ①と②は重なりも多いため、 どちら
かに比重を置きつつも、 関連付けて考察する。
まず、 主に①学校評価の目的に関する部分である。 直
接的に、 学校評価の目的である改善、 説明責任、 学校 ・ 
家庭 ・ 地域の連携協力に関して、 アンケート を行ってい
る学校の割合をみてみると、 説明責任や学校 ・ 家庭 ・ 地
域の連携協力にあたる 「情報提供」 「保護者、 地域住民
等との連携」 については、 公立小 ・ 中学校ともに、 約8 
割の学校が教師用、保護者・ 地域住民用アンケートに含
んでいた。 これに対し、「教育目標 ・ 学校評価」 につい
ては、 公立小学校のわずか22%が教師用アンケートに、
公立中学校の13%が教師用アンケートに含んでいた。 こ
れは、 おそらく学校の自己評価の中であえて教育目標の
設定状況や学校評価の実施状況に関わるものをアンケー
ト項目と して含みにく かったものと思われる。 しかしな
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がら、 過去の学校評価や海外の学校評価に目を向けてみ
ると、 学校評価の中に各学校がいかに学校教育の質を評
価 ・ 改善しているかという質の管理について含む事例は
少なく ない9。 この視点が失われれば、 ほぼ全ての公立
小 ・ 中学校が 「教育課程 ・ 学習指導」 「生徒指導」 につ
いて学校評価アンケートの対象と しているにも関わらず、
それが改善にいかされたかどうかは問われないこととな
る。 必ずしも、 アンケートの項目と して含む必要はない
かもしれないが、 何らかの形でそう した視点を学校評価
の一部に有しておく ことが望ましいと考えられよう。 学
校改善が教育課程改善につながりう るかという点につい
ても、 同様のことが言える。
教育課程改善に関しては、 ほぼ全ての学校の教職員、
保護者 ・ 地域住民、 児童 ・ 生徒用アンケートの中に 「教
育課程 ・ 学習指導」 のあり方やその結果が含まれていた。 
また、 「教育課程 ・ 学習指導」 という視点以外に分類さ
れたものであっても、 教育課程を支える組織のあり方、
研修のあり方、 保護者 ・ 地域住民との連携等のように教
育課程や学習指導改善につながるよう な項目も多く のア
ンケートで見られた。 これらの結果は、 間接的なエ ビデ
ンスと して、 直接的なエ ビデンス ( 日々の授業研究等に
おいて筆記テストやパフォーマンス評価等によって得ら
れる児童・ 生徒の学力実態等) とともに、 授業 ・ 教育課
程改善のための資料とすることができる。 ここには、 授
業改善は授業研究、 教育課程改善はカリキュラム・ マネ
ジメ ント、学校改善は学校評価というように分断して行
うのではなく、 それらをつないで評価 ・ 改善していく 可
能性が見て取れる。 しかしながら、 複数の学校間で同様
のアンケートが用いられていたこと をふまえると、 それ
ぞれのアンケートがどの程度、 その学校や教職員の願い
に基づく教育活動を反映できているかについては疑問の
余地が残る。 また、 質の管理についての項目がアンケー
トに含まれない中にあっては、 これらのアンケート結果
が十分に活かされないケースも考えられよう。
学校評価の結果を改善に活かすにあたっては、 評価さ
れた内容に対し無批判に直線的に改善を目指すのではな
く、 評価結果を議論のきっかけとし、 そこから改善の糸
口を探るというあり方も重要であるといえよう。 そのた
めには、 教職員、 保護者 ・ 地域住民、 児童 ・ 生徒に対し
て同じ項目を尋ねることによって、 それぞれの立場によ
る意識の差を調べ、 議論の糸口をつかむといった方法も
あるだろう。 この点で言えば、公立小 ・ 中学校ともに立
場によって評価している視点に差が見られることから、
あまりそう した方法を採用している学校は多く ないよう
に見える。 調査における筆者らの印象としては、公立小
学校では、 三者のズレを意識してアンケート を作成して
いる学校が一定数見られたのに対し、 公立中学校ではあ
まりそう した意識を持った学校は多く ないようであった。 
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しかしながら、 今回の調査では、 学校によって教職員用
アンケート だけが欠けていたり、 保護者 ・ 地域住民用ア
ンケート しかなかったり と回収できたアンケートの種類
が異なっていたため、 各学校が三者に対して同様の項目
を尋ね、 ズレを見ているかまでは十分に検討できていな
い o
なお、 特に 「教育課程・ 学習指導」 「生徒指導」 に関
するアンケート項目については、 学校 ・ 教師側の取り組
みを評価しよう とするアンケート と、 児童 ・ 生徒にどの
よう な姿が見られるよう になっているかを把握しよう と
するアンケートの2 種類が存在した。 この点で、 後者の
事例を、 あく までも学校評価として生かすためには、 学
校 ・ 教師がどのよう な目標をもとにどのよう な教育活動
をしてきたのかという ことと合わせてアンケート を実施
することが重要であるといえよう。 そのようにすること
で、 学校と保護者 ・ 地域住民との間で育てたい児童 ・ 生
徒像や学校での教育活動について、 児童 ・ 生徒の姿とと
もに共有する機会ともなる。
また、 学校評価と称しながら、 児童 ・ 生徒の家庭学習
や家庭生活のアンケート、 保護者による家庭学習や家庭
生活の指導のアンケート となっているものも存在した。 
しかしながら、 その多くは、 実は、全国学力 ・ 学習状況
調査の児童 ・ 生徒質問紙に含まれている'°。 例えば、 全
国学力 ・ 学習状況調査の児童・ 生徒質問紙にも、家庭生
活については 「朝食を毎日食べている」 「毎日、 同じく
らいの時刻に寝ている」、 家庭学習については 「学校の
宿題をしている」 といった質問が含まれている。 それに
も関わらず、 再度手間をかけて学校評価と称してアンケー
トで問う必要はないだろう。 こう した家庭学習 ・ 家庭生
活のアンケート を実施する場合には、 項目を吟味すると
ともに、 先ほどと同様に、 学校 ・ 教師がどのよう な目標
をもとにどのよう な教育活動をしてきたのかという こと
と合わせて、 アンケートを実施することが重要であろう。 
それにより、 学校と保護者 ・ 地域住民との間で育てたい
児童・ 生徒像を共有するとともに、 学校ではこう した教
育活動を行っているので、 家庭 ・ 地域で行いう ることは
保護者 ・ 地域住民に担ってもらう という形での連携や連
携に向けた議論のきっかけとすることもできよう。 学校
評価としてアンケート を実施すること自体を、 学校 ・ 家
庭 ・ 地域の連携協力の場とするのである。
次に、 主に②アンケートの対象に関わる部分である。 
アンケートの対象に関しては、 まず技術的側面と して、
1 つのアンケート項目に複数の視点を含むものが存在し
た。 その場合、 学校が評価したいことが評価できない可
能性がある。 こう して評価の妥当性に懸念が生じれば、
その結果を改善に活かすことも難しく なる。 アンケート
項目を考える際には、 学校教育目標等に即して、 具体的
に評価したいものが評価できるような記述を行うことが
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必要であろう。 その際、 評価しやすいものだけを評価す
るという形にならないよう に留意が必要である。
各校のアンケートの項目数とタイプとしては、公立小 ・ 
中学校ともに、 保護者 ・ 地域住民、 児童 ・ 生徒用のアン
ケートではそれほど項目数は多 く なく、 重点を絞って評
価を行う重点型もしくは折衷型が多かった。 網羅型は見
られなかった。 一方、 教職員用のアンケートでは、 公立
小学校の2 割、公立中学校の3 割が網羅型となっていた。 
網羅型のアンケートは項目数が多く なりがちであり、公
立小学校の教職員に対するアンケートで最も項目数が多
かった学校は139項日、公立中学校の教職員に対するア
ンケートで最も項目数が多かった学校は100項目であっ
た。 しかしながら、 先述したよう に、 『学校評価ガイ ド
ライ ン (平成28年改訂)』 において、「これらはあく まで
も例示に過ぎないものであり、 そのすべてを網羅して取
り組むことは必ずしも望ましく ない。 各学校の特色に応
じた取組をさらに促進するため、 重点目標等を達成する
ために必要な項目 ・ 指標等を設定することが重要であ
る」'' と されている。 必ずしも毎年多 く の負担をかけて
まで全方位的な評価を実施する必要はないであろう。
これに関しては、 「学校が抱える課題等を把握するた
めには、 全方位的な点検 ・ 評価も重要である。 あまりに
重点化された目標等を指向するのみでは、 学校運営全体
における力点の置き方に均衡を失する可能性もある。 こ
のことから、 日々の学校運営の中で必要に応じ幅広な
「全方位型」 の点検等を適宜行うことが大切であり、 ま
た、 例えば一定の時期 (数年に一度など) に学校の取組
の状況について全方位的なチェ ックを行う ことなどが考
えられる」'2 と されている。 このよう に、 アンケート以
外の方法で質の維持 ・ 管理を行ったり、 長期的な視点で
実施したりすることも可能であろう。 例えば、 オランダ
の学校の中には、4 年計画で全方位的な自己評価を行っ
ている学校もある'3。 毎年の学校評価では、 学校がその
年に重点を置いている教育目標・ 教育活動に即して重点
型で評価しつつ、 その他の側面については数年サイクル
で全て網羅できるようにするという選択肢もあるだろう。 
おわりに
本稿では、 日本における学校評価の実態の一側面を明
らかにするとともに、 今後の学校評価のあり方を考察す
ることを目的としていた。 その結果、 主に次の3 つのこ
とを示すことができた。
1 つめは、 学校評価の目的のうち、 説明責任や学校・ 
家庭 ・ 地域の連携協力にあたる 「情報提供」 「保護者、
地域住民等との連携」 については、 公立小 ・ 中学校とも
に、 約8 割の学校で意識されていたのに対し、 改善と関
わる 「教育目標・ 学校評価」 はあまり意識されていなかっ
たことである。 ただし、 教育課程改善に関しては、 ほぼ
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全ての学校の教職員、 保護者 ・ 地域住民、 児童 ・ 生徒用
アンケートの中に 「教育課程 ・ 学習指導」 のあり方やそ
の結果が含まれていた。 こう した結果から、授業 ・ 教育
課程 ・ 学校レベルをつないで評価 ・ 改善していく可能性
が示唆された。 一方で、 今後は、 学校評価において各学
校の願いに基づく教育活動や質の管理のあり方を位置付
けていく ことが重要であると考えられた。
2 つめは、 学校評価と称しながら、 「教育課程 ・ 学習
指導」 「生徒指導」 に関して児童 ・ 生徒にどのよう な姿
が見られるよう になっているかを把握しよう とするアン
ケートや、 児童 ・ 生徒の家庭学習や家庭生活のアンケー
ト、保護者による家庭学習や家庭生活のしつけのアンケー
トが一定数見られたことである。 これらは、今後、学校 ・ 
教師がどのよう な目標をもとにどのよう な教育活動をし
ているのかという ことと合わせてアンケート を実施する
ことによって、 学校評価としてアンケート を実施するこ
と自体を、 学校 ・ 家庭 ・ 地域の連携協力の場としう ると
考えられた。
3 つめは、 アンケートの対象と しては、 教職員用のア
ンケートのみに様々な視点を網羅しがち、 かつ項目数が
多く なりがちな傾向が見られたことである。 これについ
ては、 学校がその年に重点を置いている教育目標 ・ 教育
活動に即して重点型で評価しつつ、 その他の側面につい
ては数年サイクルで全て網羅できるようにするという選
択肢もあると思われた。
以上より、 日本の学校評価は、 各学校に根付きつつあ
るものの、 未だ十分にその結果が活かせるよう な形では
実施されていない場合が多いことが示唆された。 学校評
価が単なる項目チェ ックと集計処理に止まることをふせ
ぐためには、 上記のよう なポイ ント をおさえた工夫を加
えることが重要であろう。 それにより、負担を軽減する
とともに、 ゆるやかに教育的 ・ 組織的改善につなげ、 開
かれた教育課程の実現に向けた学校 ・ 家庭 ・ 地域の連携
協力の一助とする道が開かれるよう に思われる。
ただし、 今回の調査では、 評価の結果をいかに学校が
活かしているのかという点にまで踏み込めていない。 例
えば、 教職員、 保護者 ・ 地域住民、 児童 ・ 生徒の立場の
違いによる意識の差を調べ、 評価結果を議論のきっかけ
としえているのかや、学校の自己評価をその他の間接的 ・ 
直接的なエビデンス (全国学力 ・ 学習状況調査の児童・ 
生徒質問紙や日々の授業研究等において筆記テストやパ
フォーマンス評価等によって得られる児童 ・ 生徒の学力
実態等) といかに組み合わせて学校教育の全体像を把握
していく か等については十分に検討できていない。 また、
アンケート以外の学校の自己評価のあり方や、 学校関係
者評価や第三者評価といった自己評価以外の学校評価の
あり方についても調べられてはいない。 さらに、 今回は
A市という特定の自治体での調査であるため、 過度な一 
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般化を行う ことは難しい。 評価結果の活かし方や自己評
価以外の学校評価のあり方等を含め、 他の地域でも調査
を継続していく ことを今後の課題と したい。 
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